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1．はじめに
　ライフサイクルコスティングは，製品のゆりかごから墓場までといわれるように，製品の全
ライフサイクルを対象として，そのコストを把握し，意思決定に役立てようとするものである。
製品のライフサイクルを通じたコストの把握は，近年の持続的発展や環境に配慮したライフサ
イクル思考が表れる前から存在する。
　従来から管理会計領域で研究されてきたライフサイクルコスティングは，環境に配慮した手
法として扱われているわけではない。設備等の調達にさいし，購入価格だけではなく，使用コ
ストや維持・廃棄コストも含めたライフサイクル全体でかかるコストを考慮して購入物品を決
定するという調達意思決定に有用な手法として研究されてきたものである1。それにたいして，
本稿では，環境に配慮した活動をする企業が，環境保全を図りながらも，収益性を確保しよう
とするさいになされる意思決定（以下では，環境経営意思決定という）に役立つ手法としての
ライフサイクルコスティングを考察の対象とする2。
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　企業内部における環境経営意思決定を支援するための手法は環境管理会計の手法として開発
されている。したがって，本稿で扱うライフサイクルコスティングは環境の視点から用いられ
るライフサイクルコスティングであり，これを従来型のライフサイクルコスティングと区別す
るために，環境ライフサイクルコスティングということにする。
　環境ライフサイクルコスティングは，製品の全ライフサイクルを対象としてコストを把握し
ようとする。環境ライフサイクルコスティングも従来型のライフサイクルコスティングと同様
に，企業内部で活用されるものである。企業内部で用いられ，企業の環境経営意思決定に用い
られる手法であるから，ライフサイクルコストを測定するさいには，必ずしも統一的な測定手
法あるいは測定基準を必要とするわけではない。しかしながら，環境管理会計手法として，ど
のようにライフサイクルコストを測定し，それを環境経営意思決定に役立てるのかを示すこと
は必要だと考えられる。そこで，本稿では，環境管理会計手法としての環境ライフサイクルコ
スティングにおけるコストの測定手法を明らかにすることにする。
　このために，まず第2節では環境ライフサイクルコスティングにおけるデータの収集方法を
明らかにする。データの収集方法を検討するさいに有用なのが，同じく製品のライフサイクル
を通じて製品による環境への影響を評価しようとする環境影響評価指標のLCA（ライフサイ
クル・アセスメント）である。LCAは，製品による環境への影響を評価することにより，ラ
イフサイクル全体における環境負荷削減を意図して開発された手法である。製品のライフサイ
クルにわたるデータ収集方法についてLCAを参考にしながら検討していくことにする。
　つづいて第3節では，環境ライフサイクルコスティングに関する先行研究を取り上げどの
ように環境ライフサイクルコストが測定されているのかを確かめていく。先行研究で用いられ
ている環境ライフサイクルコストの測定手法は大きく2つに分けられる。この違いは，環境ライ
フサイクルコスティングの基盤にあるLCAを行うさいの環境負荷物質に関するデータ収集方法
の違いに起因する。データ収集の違いが，どのようなライフサイクルコストの測定手法の違い
となって現れるのか，先行研究から整理していく。そして，第4節では先行研究をふまえ，環
境管理会計手法としての環境ライフサイクルコスティングに求められる測定手法を明確にする。
最後に第5節では本稿を要約し，本研究に意義と今後の課題を確認していく。
2．製品ライフサイクルにわたるデータの収集方法
　本節では，環境ライフサイクルコスティングにおいて，データをいかにして集めるのかにつ
いて取り上げることにする。そのさい，製品のライフサイクルにわたる物量データを収集して
いるLCAを参考にみていくことにする。
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　環境ライフサイクルコスティングは，製品のライフサイクルを通じたコストを測定するため
に行われる。ライフサイクルコストを測定するためには，ライフサイクルにわたる物量データ
と金額データが必要となる。物量データは製品のライフサイクルを通じた環境影響評価手法
であるLCAのインベントリ分析により得られるとHunkeler　et　al，（2008）では指摘している。
そこでまずはLCAを簡単に説明したうえで，ライフサイクルにわたる物量データの収集方法
について確認する。
　LCAは，「対象とする製品を生み出す資源の採掘から素材製造生産だけでなく，製品の使用・
廃棄段階まで，ライフサイクル全体（ゆりかごから墓場まで：資源採掘→輸入→素材製造→部
品製造→組立て→使用→廃棄）を考慮し，資源消費量や排出物量を計量するとともに，その環
境への影響を評価する手法」［伊坪ほか（2007），2ページ］と定義されている。そして，主に
設計時に製品による環境への影響を評価することにより，ライフサイクル全体における環境負
荷削減の推進を意図した手法として開発され，実際に多くの企業で利用されている［伊坪ほか
（2007），24ページコ。
　LCAに関する国際標準規格であるISO14040（2006）とISO14044（2006）では，　LCAの実
施手順として，「目的と調査範囲の設定」，「インベントリ分析」，「影響評価」，「解釈」の4つ
を定めている。これら4つの手順のうち，データ収集に関連するのは第1ステップの「目的と
調査範囲の設定」と「インベントリ分析」である。したがって，以下ではこの2つについて
LCAの概論をまとめた伊坪ほか（2007）の研究を参照しながら確認していく。
　第1の手順の「目的と調査範囲の設定」では，LCAの実施者が調査を行う理由と結果の使
用方法や報告対象を決める。調査目的に応じて計量すべき対象を決め，その情報の収集範囲を
定める［伊坪ほか（2007），12ページ］。具体的には，対象とする製品やサービスを定め，評
価する影響項目を明確にすることになる。
　たとえば，伊坪ほか（2007）で取り上げられている「冷蔵庫のケーススタディ」を例に説明
すると，LCAの調査目的が「オゾン層破壊を回避するための企業努力による環境影響の削減
を評価する」だとすれば，その目的に従って計量すべき排出物を決め，それを収集する範囲で
あるシステム境界（製品システムの境界）を定める。ここで，製品システムとは，冷蔵庫の製
造に必要な素材の製造プロセス，部品製造プロセス，製品組み立てプロセス，使用プロセス，
廃棄プロセスといった製品のライフサイクルを通じて含まれるプロセス全体のことである。そ
れぞれのプロセスを「単位プロセス」という。そして調査目的からみて対象とするプロセスを
選び，システム境界を定め，データの収集に取り掛かりる。
　LCAは対象とする製品のライフサイクル全体を考慮するものとして開発された手法である。
しかしながら，現実には対象製品に関するすべてのプロセスを網羅することは困難である。そ
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のため，LCAの実施目的に照らして寄与の小さいプロセスを除外することが認められている3
［伊坪ほか（2007），12ページ］。目的に応じて評価対象となるプロセスが異なることから，ISO
ではLCA実施時には，対象とするプロセス範囲をシステム境界として明確に記述することを
求めている［伊坪ほか（2∞7），13ページ］。
　次に行われるのが「インベントリ分析」である。インベントリ分析とは，「LCA調査の対象
である製品やサービスの一生においてどれだけの物質が投入され，どれだけの物質が排出さ
れているかのリストを作成する」〔伊坪ほか（2007），39ページ］ことである。製品やサービ
スのライフサイクル全体における物質の投入量や排出量に関するデータのことをインベントリ
データという。インベントリデータの種類には，部品の製造から製品の組み立て，使用t廃棄
に関するデータのように，製品に直接的に関与するデータ（フォアグラウンドデータ）と，製
品製造に必要な素材・電力・燃料などのデータのように，製品と間接的に関わるデータ（バッ
クグラウンドデータ）がある。製品の製造工程および使用工程におけるフォアグラウンドデー
タの収集様式の一例が図表1である。
図表1　フォアグラウンドデータ収集様式の一例
製品の製造工程
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出所：伊坪徳宏・田原聖隆・成田暢彦（2007）rLCA概論」産業環境管理協会，49・50ページ。
　図表1における製品の製造工程におけるフォアグラウンドデータの収集様式をみてみると，
原材料や製造に要するエネルギー量などの物量単位で消費量に関するデータが収集されること
が良くわかる。自社製品の環境側面を把握することを目的としてLCAを実施する企業では，
「フォアグラウンドデータが反映されないインベントリ分析では，対象製品の環境側面を評価
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することができない［伊坪ほか（2007），44ページ］」として，フォアグラウンドデータの収
集が必須であると伊坪ほか（2007）では指摘している。そして，自社工場の製造プロセスにお
ける原料消費量やエネルギー消費量といったこれらのフォアグラウンドデータの収集にさいし
ては，工場全体の原材料購入量やエネルギー消費量が記載されている帳票などが利用される4
［伊坪ほか（2007），44ページ］。具体的にエアコン製造（組立）のインベントリデータの例が
図表2である。
　　　　　　　　図表2　エア：1ン製造（組立）のインベントリデータの例
マテリアルバランス 郁晶 欝競素材 入幽力
熱交換魯 鈴銅品 a塞　　】嫁
アルミニウム板 155　触
塗簡圧延儀板 025　叙9
震フレーム ▲8S卿篇 U　　】㎏
管瀬断臓鍵 禦化ゼ漏リデン α02　kε
蘭鶏グサル PS制旨 12　　k窟
7ロン塾バネル ？S構欝 砿s2　㎏
ドレンパン PS饗駒 a7　短ツ，ンローター ムS鱒鵬 a65　㎏
憲麟 77ン毛憶ターd灘轟アッセイ
モールドモーター
?q部品アツセィ
a8　惣㎎5　短
電襲品籍 ハBS梅滞 α18　嚢9
鮒板 冷潤座鷲欝板 α8　　】㎏蹴 殴ボー・ル轄 1ユ7　k諺永￥羽犠 PS滋囎 a欝　kg
皆都 繊S徽指 α1　麺
電賛品露バー 冷岡圧延劇板 α㎎　麺
左右佃撲 榔樹揃 窺69　㎏
バ，キンケ｝ス 段ポーフレ籍 qコ36　㎏
、計 媛銘6　短
勅 3a73　麗恥部市ガス燃焼 乞5三　㎡
覚鴻嬢焼 砿磯　　1㎎
LPG嬢焼 軌0002　取
鱗 q謝　　㎡繊て逸ネル磯臨 窪繁ガス 森235　副3
バランス 脇 414　㎏MM《樹鍵（アクリル） 0」伽　　㎏
4ンプロピルアルコール α603　㎏
雛醸ピ漏ル欝胴系嬢瀞剤 ＆08ε一5　㎏
澗滑漣 α胴　　㎏
計
2駄W級エアコシ 1　禽
オイ〃誹出 a漏れ　㎏
籔立て（アウ｝プ”卜》 排水検掛 蜘7　㎏河泥辮毘 ㎜2　麺
射
マテリア」シバランス 入出力
勒 8卯o　糞Wh盤用ヱ種 襯aム燃世 0β5襲5　kα
酵
出所：伊坪徳宏・田原聖隆・成田暢彦（2007）『LCA概論』産業環境管理協会，57ページ。
　図表2の例では，エアコンの製造のなかでも，組立プロセスにおいて消費されたものの物量
データが収集され，一覧化されている。自社内で組立作業をしている場合には，こうしたデー
タの収集を積極的に行うことが大切に’なる。
　また，電気製品や輸送機器のように，使用時の消費エネルギーといった必要なデータの収集
様式の一例は図表1の右側に記している。使用時の消費エネルギーについては，製品の使用条
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件が一定ではなかったり，使用期間が長期化され，推測が難しかったりするという面があるこ
とから，JISや工業会が設定している標準状態におけるエネルギー等の消費量5が採用される
ことがあるという［伊坪ほか（2007），49－50ページ］。
　このようにフォアグラウンドデータは集められるが，LCAでは自社の製造プロセスに入る
前の素材・原材料についてもデータを収集しなければならない。このようなデータはバックグ
ラウンドデータといい，文献やデータベースを利用して集めることになる。バックグラウンド
データは，消費した物質等の物理的な値を基礎に算定する「積上げ法」と総務省が5年ごとに
発行する産業連関表をもとに物量統計と組み合わせて価格当りの環境負荷を換算する産業連関
表に基づく環境負荷データの2つがある［伊坪ほか（2007），59ページ］。
　積上げ法によるバックグラウンドデータは，実際の工場での原料・燃料の使用量等の「物理
的な値」でまとめられているものである。フォアグラウンドデータが自社の製造プロセスにお
ける実際の消費量等の物理的な値が用いられるのにたいして，バックグラウンドデータでは，
企業が共通して利用できるデータとするために，実際の工場における一般的な製造方法を対象
にデータベース作成され，業界ごとに公開されている6［伊坪ほか（2007），59ページ］。
　他方で，産業連関表に基づく環境負荷データは，生産活動に伴う間接的な環境負荷の把握に
利用される［伊坪ほか（2007），60ページ］。産業連関表は，各産業部門間で財やサービスが
一定期間（通常1年間）にどのように生産・販売されたのかについて行列（マトリックス）の
形で一覧表にまとめたものである。国の経済をいくつかの部門，日本では約400部門に分割し，
1年間の部門間の財やサービスの流れを金額単位で示したものであるため，産業連関表に基づ
く環境負荷データは，資源消費量が示されているわけではない。そのため，資源枯渇の影響評
価の検討には適していないものの，わが国全体の排出物量を研究するのに適しているといわれ
ている［伊坪ほか（2007），60ページ］。
　本節では，環境ライフサイクルコスティングにおいてコスト計算するさいに使われる物量
データについて確認した。LCAは，製品による環境への影響を評価することにより，ライフ
サイクル全体における環境負荷削減を意図して開発された手法である。そのために製品ライフ
サイクルにわたる物量データを把握する手法が開発されている。物量データはLCAにおける
インベントリ分析で得られるデータが用いられる。また，そのデータの入手の方法はフォアグ
ラウンドデータとバックグラウンドデータに分けて収集されることについて確認した。
3．環境ライフサイクルコスティングの測定手法
前節で取り上げたLCAは，環境負荷削減を意図して開発された手法であることから，環境
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への影響がより少ない製品の開発を促すことができる。しかしながら，製品開発にあたって，
コストに関する情報を提供することはできない。LCAをコスト情報の側面から支援するために
考えられている手法が環境ライフサイクルコスティングである。本節では，LCAで入手した物
量情報を基礎に，環境ライフサイクルコスティングの測定手法を取り上げていくことにする。
　企業はLCAを用いて自社製品の環境負荷を把握し，製品に関連して生じる環境負荷の低減
に向けた製品開発などの努力をしている。しかし，製品開発時にライフサイクルにわたる環境
負荷の低減を目指した製品開発をするためには，「製品のライフサイクルにかかわるコストを
適切に評価することができる定量的な解析方法が必要」［土井ほか（2009），239ページ］と指
摘されたり，LCAを活用して環境配慮型の原価企画を推進するには，製品ライフサイクルを
通じた環境負荷情報だけでなく，コスト情報が必要［中罵・國部（2008），43ページ］といわ
れている。このような要請に応えようと環境ライフサイクルコスティング手法の開発が求めら
れている。
　LCAの経済的側面を補足する手法として環境ライフサイクルコスティングを研究している
ものに環境毒性化学学会（Society　of　Environmental　Toxicology　and　Chemistry：以下では
SETACという）のヨーロッパ支部によるワーキンググループがある。　SETACはLCAのISO
化に大きな貢献をした学会である。そして，まだ国際標準規格が存在しない環境ライフサイク
ルコスティングについても，持続可能性の観点からLCAの経済的側面を補足する手法として
の規格化を目指し，活動している。SETACのワーキンググループの研究成果にはHunkeler
et　al．（2008）とSwarr　et　al．（2011）の2つの著書がある。ここでは，ライフサイクルコスト
の測定手法を明確にしたHumkeler　et　al．（2008）の研究をもとに環境ライフサイクルコスティ
ングの測定手法をみていくことにする。ただし，SETACは会計を専門とした学会ではない。
LCAの経済的側面を補足するために環境ライフサイクルコスティングの測定手法を検討して
いるものの，企業の環境経営意思決定に有用な手法として考察しているわけではない。環境ラ
イフサイクルコスティングの利用方法は企業内部におけるものに限定せず，LCAに基づくラ
イフサイクルコスティングを検討している。そこで本節では，まずLCAに基づく環境ライフ
サイクルコスティングの測定手法を取り上げ，次節において環境管理会計手法としての環境ラ
イフサイクルコスティングの測定手法を明らかにしていくことにする。
　環境ライフサイクルコスティングは，製品のライフサイクルを通じたコストに焦点がある。
そのため，環境に与える影響を評価するLCAとは測定や評価の対象が異なる。　LCAでは，イ
ンベントリ分析によりライフサイクルにわたる環境負荷を物量データで測定する。他方で，ラ
イフサイクルコスティングでは，インベントリ分析で得られた物量データに個々の企業のコス
トや市場価格を乗じることでコストを算出する［Hunkeler　et　al．（2008），　p．39］。　LCAとライ
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フサイクルコスティングでは測定対象が異なるが，環境ライフサイクルコスティングがLCA
で収集した物量情報を使う場合には，そこで用いられる機能単位は同じものでなければならな
いとHunkeler　et　a1．（2008）では指摘している［Hunkeler　et　a1．（2008），　p41］。
　たとえば，前節で取り上げた伊坪ほか（2007）の冷蔵庫の例を用いて機能単位について考え
ることにする。冷蔵庫は，「庫内を冷やす」という機能と，「内容量400L程度の冷凍冷蔵庫1
台を12年使用する」という機能単位をLCAでは定めていると仮定する。定められた機能単
位を実現するための製品，たとえば，「特定フロン使用のもの」，「代替フロン（前期）使用の
もの」，「代替フロン（後期）使用のもの」のように，製品A，製品B，製品Cといったそれ
ぞれの製品のことを「基準フロー」という。基準フローごとの機能単位の大きさは自由に選ぶ
ことができるが，LCAと環境ライフサイクルコスティングとで同じ機能単位の大きさを用い
ることが大切である。LCAで集めたデータを使うのであるから，　LCAと環境ライフサイクル
コスティングとで異なる機能単位を対象としていては，意味がないからである。
　LCAでは，原材料などの採掘プロセスなどのバックグラウンドデータは，一般的な製造
方法による物質的な値を積上げて収集していく方法か産業連関表を用いて入手する方法かの
いずれかを用いて入手しなければならない。しかしながら，ライフサイクルコスティングで
はLCAのようなバックグラウンドデータの入手は不要である。この点についてHmkeler　et
al．（2008）では，「環境ライフサイクルコスティングは，各プロセスのインプットにたいする
価格がその上流のコストを総計した測定値として扱われ，詳細なコストや上流の活動へ付加さ
れた価値を知る必要はない。」［Hunkeler　et　al．（2008），　p．42］と述べている。つまり，環境ラ
イフサイクルコストを測定するさいには，原材料の購入価格を用いれば，その段階に至るまで
の上流コストはすべて包含されていると考えることができ，それで十分だというのである。こ
の点はLCAと異なる。　LCAでは，機能単位の環境負荷を測定するためには，上流のプロセス
に関する完全なデータが欠かせないからである。
　また環境ライフサイクルコスティングのデータは金額データであることから，物量デー
タよりも状況により変動するとHunkeler　et　al．（2008）では指摘している［Hunkeler　et
al．（2008），　p．42］。そのため，統計的なデータベースはあまり有用ではない。ただし，製品を
販売し，使用者の使用段階に入ったコストデータや廃棄時のコストデータを入手するためには，
先にインベントリデータの入手でみたように何らかのデータベースを用いることも必要である
と述べている7［Hunkeler　et　al．（2008），　p．44］。プロセスごとに環境ライフサイクルコストを
測定する手順は次のようである［Hmkeler　et　a1．（2008），　pp．44－46］。
1．単位プロセスやサブシステムを明確にする。
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2．単位プロセスやサブシステムの個々の製品フローにコストや価格を割り当てる。
3．手順1で明確にした単位プロセスやサブシステムの追加的なコストや価格を明確にする。
4．手順3で明確にした追加的なプロセス運営コストをコストや価格に割り当てる。
5．手順2や4の基準単位ごとのコストを，プロセスアウトプットに乗じることで単位プロセ
　　スやサブシステムごとのコストを計算する。
6．ライフサイクル全体を通じたすべての単位プロセスやサブシステムのコストと価格を合算
　　する。
　第1の手順として単位プロセスやサブシステムを明確にし，そのあとにそれぞれの製品フ
ローにコストや価格を割り当て，単位プロセスやサブシステムごとのコストを算出する。算出
されたコスト以外に追加的なプロセス運営コストなどがあればさらにそれを計算する。そして，
それらのコストをプロセス産出量に乗じることで単位プロセスやサブシステムごとのコストを
算出する。そうして算出されたコストの総計がライフサイクルコストとして把握される。この
ように，各単位プロセスやサブシステムごとにコストを算出し，合算していく方法をプロセス
積上げ型と呼ぶことにする。これを算式で示すと次のようになる［Hunkeler　et　al．（2008），　p．47］。
LC‘雛Σ影謝溜膿rΣ躍1葦1（μ‘xΣ綴潔Σ獅3徽o襯¢×costSp）
i＝プロセス固有の変数
p＝コストカテゴリー固有の変数
q＝プロセスフロー固有の変数
μ＝製品システムに関連したプロセススケール係数
n＝ライフサイクル段階固有の変数
　この式において，life　cycle　phaseとは，測定対象の製品の資源採掘や素材の製造，生産，
そして使用や廃棄といったライフサイクルにわたって考えられる各段階のことを示している。
そして，それらの各段階においてより細かなプロセスが存在し，それらプロセスのなかでコス
トが発生している。したがって，ライフサイクルコストを算出するためには，プロセスごとの
コストを合算していくことが必要になる。単位プロセスのコストは，プロセスアウトプット（物
量）に，基準単位当たりのコスト（単価）を乗じることで計算できる。たとえば，エネルギー
消費量（kW／h）に1kW／hの価格を掛けることによりその単位プロセスのコストは算出され
るということである。また，プロセススケール係数とは，対象製品に必要となる異なるプロセ
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ス数を示している。たとえば，3つの洗濯機の環境ライフサイクルコストを計算するときは，
それぞれの洗濯機で異なるプロセス数のことである。すべての単位プロセスコストは，ライフ
サイクルのすべての段階（たとえば製造前，製造，使用，廃棄）を通じて合算される8。
　このプロセス積上げ型のライフサイクルコストの測定手法については，経済産業省が2002
年に発行した『環境管理会計手法ワークブック』の第5章において紹介されていたライフサイ
クルコスティングの方法とも一致すると考えられる。『環境管理会計手法ワークブック』では，
LCA研究者がプロセス積上げ型のライフサイクルコスティングの測定手法を紹介している。そ
して，測定手法を例示するためにケーススタディとして冷蔵庫を取り上げ，代替フロン使用の
ものと特定フロン使用のもののライフサイクルコストの計算例を図表3のように示している9。
そこでは，冷蔵庫のライフサイクル全体を調査対象に入れ，資源採取，材料生産，製品製造，
流通，使用，処理・廃棄を調査範囲として計算がなされている。ただし，このケーススタディ
では，外部分析の立場からなされたものであり，また測定手法の例示に重点を置いているため，
過去に実施されたLCAのケーススタディで使われた物量情報が使われている。各プロセスで
消費されるものの単価については，既存の統計資料などを用いてコストの算定がなされている。
図表3　代替フロン使用時の冷蔵庫と特定フロン使用時の冷蔵庫1台のLCCまとめ
礎セス ℃ 蟻・ コ 駒 コス
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出所：経済産業省（2002）「環境管理会計手法ワークブック」190ページ。
図表3をみると，製造工程や使用，回収，廃棄段階の各プロセスにおいてどのような物質を
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使用あるいは消費しているかが使用量や消費量という形で一覧化されている。このデータは
LCAのインベントリデータで入手されるものである。そして，それに単価を掛けあわせ，そ
れぞれのプロセスにおけるコストを合算することでライフサイクルコストが計算されている。
なお，この例では，使用期間が長期にわたるため，5％の割引率で割り引いているコストと，
割引を行わないコストの双方を算出している。
　このようにライフサイクルコストの計算には，環境影響を把握するためにLCAで入手した
プロセスごとの消費量を用いて，それに単価を乗じてコスト計算するプロセス積上げ型のライ
フサイクルコストの測定手法のほかに，Hunkeler　et　al．（2008）では，産業連関表（廃棄物産
業連関表）を使うライフサイクルコストの計算手法も紹介している。これは，LCAのインベ
ントリ分析を行うさいに，バックグラウンドデータの収集で産業連関表に基づいて環境負荷
データを収集するという考え方と同様である。ただし，中村編（2007）によれば，産業連関分
析は中間製品の投入と産出を通じた産業間の定量的相互依存関係を把握するために開発された
手法であることから，製造段階と使用段階のライフサイクルコストを測定するには適している
ものの，廃棄段階のコスト計算には不向きであると指摘している［中村編（2007），2ページ］。
そのため，廃棄物産業連関表を作成し，それを利用したライフサイクルコスティングの測定手
法を提唱し，事例を紹介している10。
　中村編（2007）の研究では，廃棄物産業連関表にもとづき製品価格と電力消費量の異なる
家庭用エアコンのライフサイクルコスト11を計算している。紹介されたケースは，機能単位
は家庭用エアコン（2．5kw型）1台を10年間使用（1年間で冷房3．6カ月，暖房5．5カ月）し，
使用済みエアコンは10年後に廃棄され，家電リサイクル法に準拠したプラントで処理される
という想定である。
　中村編（2007）の研究の評価対象は，省エネカタログから得た2002年冬モデルの価格と電
力消費の性能から，最高価格機種を高機能機種，最低価格機種を低機能機種，平均価格・平均
性能の仮想的な機種を平均機種とした3機種である［中村編（2007），26－27ページ］。製品の
製造に関しての内部資料を入手できないことから，外部データに依拠してライフサイクルコス
を計算している。そのため，資源の採掘や製品開発製造，物流などの段階におけるコストは
製品の購入価格にすべて反映されているという仮定を置き，使用段階と廃棄段階のコストの違
いによる分析を行っている。廃棄物産業連関表を用いて3機種のライフサイクルコストを計算
し，その結果，高機能機種の購入費用は最高額であるものの，ライフサイクルコストではもっ
とも低いことが紹介されている。これはライフサイクルコストに占める使用段階の割合が大き
いため，最も電力消費量の少なかった高機能機種のライフサイクルコストが最小になったから
だと指摘している［中村編（2007），28－29ページ］。
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　以上においてみてきたように，ライフサイクルコストの測定手法については製品の全ライフ
サイクルにわたってデータが入手可能であると想定されるプロセス積上げ型の測定手法と，外
部から入手する情報で測定していく産業連関表（廃棄物産業連関表）に基づくライフサイクル
コストの測定手法の2つがあることが確認された。次に環境管理会計手法としては，両者のう
ちいずれが望ましいかを明らかにすることにする。
4．環境管理会計手法としてのライフサイクルコストの測定手法
　前節で確認したように，環境ライフサイクルコスティングの測定手法にはプロセスコスト積
み上げ型と産業連関表（廃棄物産業連関表）によるものの2つがある。本節では環境管理会計
手法としての環境ライフサイクルコスティングに求められる測定手法は両者のうち，どちらで
あるのかを明確にしていくことにする。
　環境管理会計は，環境目標と経済目標を同時に追求する環境経営意思決定に有用な情報を提
供する枠組みとして提唱されたものである。これは，従来の管理会計では環境目標を経済目標
と同様に重要な指標として位置づけ，企業の行動計画や業績評価を考えていくことが難しいか
らである。環境管理会計手法には，収益性を損なわずに環境負荷を低減することを可能にする
管理手法が求められているのである。
　LCAに基づいて収集された物量情報を用いる環境ライフサイクルコスティングは，環境目
標の達成に関連した環境影響に関する情報と経済的な側面であるコスト情報を提供できる手法
である。このことから環境ライフサイクルコスティングはLCAを経済的側面から補足すると
いわれている。しかし，前節でみたように環境ライフサイクルコスティングにおける測定手法
には2通りの方法がある。両者はLCAを経済的側面から補足するが，その経済的側面の捉え
る視点が異なると考えられる。つまり，いずれの方法で計算しても，環境ライフサイクルコス
ティングはLCAの経済的側面を補足するのであるが，そのさいの視点が企業内部か企業外部
かという違いがあるのである。
　プロセス積上げ型のライフサイクルコストの測定手法は，企業の製造プロセスを自社内の
データを使って計算していく方法である。そのため，企業内部の視点からLCAの経済的側面
から補足する測定手法だと考えられる。一方の産業連関表を使った測定方法は，企業外部者が
企業内のデータを入手できないときに用いる手法，またはマクロの視点で経済全体に及ぼす影
響を捉えるさいに用いられる手法だと考えられる。
　環境管理会計手法は企業内の意思決定に用いるための手法であることから，プロセスごとの
コストを測定し，それを積み上げていくプロセスコスト積上げ型が最適であると考えられる。
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これは，國部（2011）において，アルミ缶のライフサイクルコスティングの実施手順として，
「LCAに即したライフサイクルコスティングの実施手順は，①プロセスフロー図の作成→②イ
ンプットの算定→③アウトプットの算定→④単位変換→⑤合算の順序で進む」［國部（2011），
224－225ページ］と紹介しているのと同じだと思われる12。また，國部（2011）では，「環境面
でのライフサイクルコスティングは，製品のライフサイクルを通じた環境影響評価手法である
LCAに対応した経済性評価手法として注目されて」［國部（2011），224ページ］おり，これ
は「LCAと統合されることによってさらに有用性を増すことが期待されている。」［國部（2011），
220ページ］と述べている。
　しかしここで，プロセス積上げ型の環境ライフサイクルコスティングの測定手法を環境管理
会計手法としてとらえる場合には，なぜLCAをベースとしなくてはいけないのかをきちんと整
理しておく必要がある。なぜなら，LCAを用いなくても，原材料の消費量や電力消費量のデー
タを企業は保有しており，製品を製造し，販売するまでのコストの詳細は入手可能だからである。
また，使用時のコストや廃棄コストもLCAを用いなくてもコストを推測することは可能である
と考えられるからである。
　そこで，LCAをベースにしなくても，環境管理会計手法としてのライフサイクルコスティ
ングは成立するのかを次に考えていくことにする。
　環境管理会計手法としてのライフサイクルコスティングの目的は環境負荷の削減とそれを果
たすためのコスト情報の管理の双方にある。単に，ライフサイクルを通じたコスト低減やコス
ト削減のための手法ではない。環境負荷を各ライフサイクルにおいて把握し，環境負荷の低減
あるいは削減と同時にコスト管理をするためにコストを把握する必要があるのである。環境負
荷とコストとの関係は，物量情報の把握にともなうムダの削減からコスト削減が果たせるとい
う関係性のほかに，環境負荷削減のために新しい技術の開発や代替素材の使用といったコスト
増の関係性もある。
　前者の場合は環境保全と収益性の向上のどちらも果たせるのでwin－winの関係である。後者
の場合は，環境保全は果たせても，コスト増に伴う収益の圧迫というトレードオフの関係にあ
る。トレードオフの関係にあるときには，win－winの関係にあるとき以上に環境負荷に関する
情報とコスト情報の双方を同時に把握し，管理する必要があると考えられる。
　単にライフサイクルコストを計算するだけであればLCAを用いなくてもライフサイクルコ
ストを測定することは可能であるが，環境への影響とコストへの影響の双方を同時に考えなく
てはならないときにはLCAと環境ライフサイクルコスティングを同時に用い，しかも同じ機
能ならびに機能単位で測定しなくてはならない。ここに環境ライフサイクルコスティングが
LCAを経済的に捕捉するといわれる理由が存在すると考えられる。
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　本節では，環境管理会計手法としてのライフサイクルコストの測定手法について，プロセス
積上げ型の手法が望ましいことを明らかにした。また，プロセス積上げ型の環境ライフサイク
ルコスティングを行うさいには，LCAに基づかなくてはいけない理由についても確認した。
5．むすび
　本稿では，環境管理会計手法としての環境ライフサイクルコスティングにおけるコストの測定
手法を明らかにしてきた。本節では，本稿を要約するとともに，今後の課題を明らかにしていく。
　まず第2節では，環境ライフサイクルコスティングにおけるデータの収集方法として，
LCAにおけるデータの収集方法を検討した。　LCAでは製品のライフサイクルを通じた環境へ
の影響を評価するために製品のライフサイクルにわたる物質の使用量や消費量をインベントリ
分析により入手している。データはフォアグラウンドデータとバックグラウンドデータに分か
れ，それぞれのデータ入手方法を確認した。つづく第3節では，先行研究における環境ライフ
サイクルコスティングの測定手法を確認した。そこでは製品ライフサイサイクルにわたるデー
タはLCAのインベントリ分析で得られるデータを用い，環境ライフサイクルコストの測定手
法としては，プロセスコスト積上げ型と産業連関表を用いた方法があることを確認した。2つ
の測定手法がある理由については，先行研究が企業内部の利用に限定した環境ライフサイクル
コスティングの測定手法を検討していないためだと考えられる。第4節では企業の環境経営意
思決定に用いられる環境ライフサイクルコスティングでは，プロセス積上げ型のライフサイク
ルコストの測定手法を用いることを明らかにした。プロセス積上げ型のライフサイクルコスト
の測定においては，LCAを基盤としなくても測定できるが，環境保全と収益性を同時に達成
するためには，LCAを基盤として用い，機能単位などを同じにした環境ライフサイクルコス
ティングを行っていくことが大切であることを主張した。
　本研究の意義は，プロセスコスト積上げ型の測定手法を用いることが環境ライフサイクルコ
スティングにおいては大切であることを確認したことと，環境ライフサイクルコスティングに
おいて，LCAを基盤として用いなければならない理由を，環境保全と収益性の関係の観点か
ら明らかにしたことである。
　しかしながら，本稿にはいくつかの限界がある。それはLCAを採用している企業は多いも
のの，環境ライフサイクルコスティングを用いている企業の実際については明らかにできてい
ないことである。LCAを実施している企業が，環境ライフサイクルコスティングについても
取り組んでいるのか，またそこではどのような環境経営意思決定が下されているのかについて
実態調査が必要である。このような調査を行っていくことが今後の課題である。
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【注】
！　ライフサイクルコスティングがどのように誕生し，発展してきたのかについては岡野（2003）に詳しい。
2　たとえば，小倉（2012）においてもライフサイクルコスティングは，すでに提案され，実際に利用されてい
た手法であるが，「1990年代に提起された環境マネジメントの議論の中でも，LCCの概念は再検討され」［小
倉（2012），99ページ］，従来の概念とは異なる新しい手法となっていると述べている。
3LCAの実施目的からして調査対象から除く選定基準をカットオフ基準という。カットオフ基準の詳細につ
いては伊坪ほか（2007）を参照のこと［伊坪ほか（2007），12ページ］。
4伊坪ほか（2007）によれば，「主製品ばかりでなく，副産物が算出される場合にはその量も把握し，外部か
ら調達される部品を調査する。さらに外部に持ち出される（排出される）金属くずの量などを把握し，工場全
体のマテリアルバランスとエネルギーバランスを把握することがフォアグラウンドデータ作成の準備段階に相
当する。」［伊坪ほか（2007），44ページ］と述べている。
5　より具体的には，エネルギーの使用の合理化に関する法律に基づく使用段階のエネルギー消費量の測定方法
が採用されると紹介している［伊坪ほか（2007），49－50ページ］。
6ただし，すべての業界のインベントリデータがデータベースとして構築されているわけではなく，伊坪ほか
（2007）によれば，54の工業会によってインベントリデータの構築がなされている［伊坪ほか（2007），64－65ペー
ジ］。
7環境ライフサイクルコスティングを組織内で定期的に適用するのであれば，調査におけるプロセス，原材料，
エネルギーなどの内部のデータベースを構築し，維持することが推奨される［Hunkeier　et　al．（2008），　p．44］。
8プロセスコスト積上げ型のライフサイクルコストを測定した研究には門奈（2001）の研究がある。門奈（2001）
の研究ではライフサイクルコストの測定に必要となるインベントリデータの入手にあたりtLCAの目的を「容
量633mlビールびんのリターナブル標準びん，リターナブル軽量びん（強化ガラスを用いて軽量化したびん），
ワンウェイびんの環境負荷を比較すること」と定めている。ただし，門奈（2001）の研究ではガラスびんの製
造工程，回収システムは同一であるとの仮定を置いているため，製造工程や回収システムの環境負荷データや
コスト情報は測定の対象外となっている。
9経済産業省（2002）では，製品の環境影響評価手法であるLCAに経済的視点を加えたものを「ライフサイ
クルコスティング」と定義し，具体的な方法や計算方法を示している。
10この事例の初出はNakamura＆Kondo（2006）である。そのなかで，購入者側の立場にたってエアコンの
ライフサイクルコストを算出している。
11@しかしながら，中村編（2007）によれば，産業連関分析は中間製品の投入と産出を通じた産業間の定量的相
互依存関係を把握するために開発された手法であることから，製造段階と使用段階のライフサイクルコストを
測定するには適しているものの，廃棄段階のコスト計算には不向きであるとして，廃棄物産業連関表を作成し，
それを利用した環境ライフサイクルコスティングの測定手法を提唱している。
12 ?煤i2011）では，LCAを補足する環境ライフサイクルコスティングの測定手法として，　LCAのインベン
トリ分析を積み上げ型（単位プロセス型）を想定した手法しか取り上げておらず，産業連関表を用いた環境ラ
イフサイクルコスティングの測定手法について取り上げてはいない。
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